
９　収入状況について　（税込み）

(1)給水収益等の収入状況

(2)不納欠損の状況

　不納欠損の理由は、個人破産3人、倒産2社である。

74,042,100 0.0

　給水収益の収入率は、現年度分が98.7％で、繰越分が51.7％となっている。前年度と比較す

ると、現年度分が0.1ポイント上回っており、繰越分が4.0ポイント下回っている。

　給水収益繰越分の未収入額は11,550,468円で、前年度より274,534円増となった。

収入状況の内訳は、次のとおりである。

（単位：円、％）

区　　分 調定額 収入額 未収入額 収入率 不納欠損額

91,770

営 業 収 益

現

年

度

分

営 業 収 益 1,065,182,794 978,303,465 86,879,329 91.8 0

給 水 収 益 924,373,096

そ の 他 の 営 業 収 益 66,767,598 65,913,461 854,137 98.7 0

912,390,004 11,983,092 98.7 0

受 託 工 事 収 益 74,042,100 0

100.0 0

受 託 工 事 収 益 0 0 0 0.0

0

計 1,225,699,744 1,137,330,550 88,369,194 92.8 0

営 業 外 収 益 160,516,950 159,027,085 1,489,865 99.1 0

23,909,103 12,358,635 11,550,468 51.7繰

越

分

計 30,061,077 18,510,609 11,550,468 61.6

0

そ の 他 の 営 業 収 益 5,026,498 5,026,498 0 100.0 0

91,770

給 水 収 益

28,935,601 17,385,133 11,550,468 60.1

91,770

営 業 外 収 益 1,125,476 1,125,476 0

不納欠損の推移は、次のグラフのとおりである。

合　　　計 1,255,760,821 1,155,841,159 99,919,662 92.0 91,770

不納欠損処分額は91,770円で、前年度と比較して82,431円（882.7％）の増となっている。

対象者は5者（うち個人3人、 法人2社）で、前年度と比較して2者の増となっている。
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１０　補てん財源について　（税込み）

１１　予算議決事項について　（税込み）

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額（差引決算額）417,742,998円は、損益勘定の

現金支出を伴わない費用である減価償却費等や減債積立金等の内部留保資金で補てんされる。

　内訳は次のとおりである。

過 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 0 0 0

当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 31,160,747 31,160,747 0

（単位：円）

区　　　分 補てん財源額 補てん額 残　　額

減 債 積 立 金 136,005,428 136,005,428 0

減 価 償 却 費 434,960,066

資 産 減 耗 費 14,129,348

過 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 266,424,733 250,576,823 15,847,910

当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 292,528,423 0 292,528,423

計 927,495,809 417,742,998 509,752,811

上記の表にある補てん財源は、上から順に補てん財源として使用することになっており、当該

年度で補てんに使用する額が補てん財源額を下回り、残った場合は翌年度に過年度分として

長 期 前 受 金 戻 入 -156,560,991

当 年 度 分 未 処 分 利 益 剰 余 金 201,376,478 0 201,376,478

区　　　　分 議　　決　　額 執　行　額 比　較　増　減

企 業 債 149,600,000 149,600,000 0

使用することができるものである。本年度は、補てん財源額が927,495,809円に対し、資本的

収支の不足額は417,742,998円であり、残り509,752,811円が翌年度へ繰り越されることになる。

予算第５条企業債、第６条一時借入金、第８条議会の議決を経なければ流用することができ

ない経費、第１０条たな卸資産の購入限度額については、いずれも議決されたところに従って

適正に執行されている。

（単位：円）

た な 卸 資 産 5,175,000 5,173,186 -1,814

一 時 借 入 金 200,000,000 0 -200,000,000

職 員 給 与 費 64,559,000 63,067,599 -1,491,401
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